
・ ２０２０年９月～２０２６年８月までの柏崎刈羽原発の核物質防護規制検査の指摘事項
・ 2026/2/18に発生したIDカード不正使用、出入り管理装置の一部機能喪失の実態
・ ８月２０日の「緑判定」が間違っている理由
・ 柏崎刈羽原発の核物質防護問題

規制庁・規制委員会を監視する新潟の会 桑原三恵
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院内集会 柏崎刈羽原発の核物質防護問題



２０２０年９月～２０２６年８月までの
柏崎刈羽原発の核物質防護規制検査の指摘事項
＊指摘事項： 日常的に実施している検査において、事業者に劣化状況を指摘すべき事項

規制委員会で重要度評価（緑、白、黄色、赤）と深刻度評価（SLⅣ～SLⅠ）を判断する
緑評価： 追加検査なし

発生、発覚 違反の内容 重要度評価

2020/9/20 ID カードを無断借用、不正使用 ・赤 追加検査
2021/4  ～ 2023/12/27

・核燃料移動禁止措置2021/1/27 進入検知システムの一部機能喪失

2024/6/27 破壊行為に使用し得る物品の防護区域内持ち込み ・緑

2025/6/12 秘密文書の取り扱い違反を２０２０年から継続 ・白 追加検査 2026/4/6～
2026/7/9  中間報告書
＊本社、福島第一、第二原発でも
類似事象を確認、追加検査継続

2025/6/16 ２０１７年に秘密文書の取り扱い違反 ・緑

2026/2/18 IDカード不正使用 核防護システム（出入り管理システム）
一部機能喪失

・2026/8/20 緑
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・IDカード不正使用
運転員AがIDカードを中央制御室に置いたまま、中央制御室の出入りゲートに入り、ゲートを出られなくなった。
先にゲートを出た運転員Bが、自分のIDカードを扉のすき間からさしこんで運転員Aに渡し、運転員AはそのIDカー
ドを使ってゲートを出た。
出入りゲートは、出るために１回使用されたカードは続けて使用できない仕立てになっていたが、出入り管理装置
がその機能を喪失していたため、運転員Aはゲートを出ることができた。

・出入り管理装置の一部機能喪失
出入り管理装置は２００４年に運用開始された。
２０１６年頃から同様の故障を防護区域境界や周辺防護区域境界の出入り管理ゲートでも多発していた。

＊東電は「経年劣化に伴う不具合」と説明している

２０１８年には保守点検を含む委託業者との契約が終了、２０２０年にはメーカーの製造中止により、メーカーによ
るメンテナンス対応も終了した。
それでも東電は出入り管理装置の更新計画を作成せず、多い日には数百回の故障が繰り返されていた。
故障が発生した場合は、ゲートの使用中止措置（故障が多発する中で、数分で自動復旧する場合は使用中止措
置は取らなかった）、故障部品は予備品に交換や他の装置から部品を流用、短時間で自動復旧する場合は処置
はせずに継続使用をしていた。
稲垣所長は、２月１８日のIDカード不正使用発生まで、出入り管理装置の上記の状況について報告を受けていな
かった。

2026/2/18に発生した

IDカード不正使用、出入り管理装置の一部機能喪失の実態
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2026/8/20 の「緑判定」が間違っている理由

① ２０２１－２０２３追加検査が考慮されていない。「終わった話」なのか？

追加検査で分かった東電の核物質防護の実態

① コストダウンによる核物質防護設備のメンテナンス不足と経年化による不具合が頻発していた

② 経営層を含めた関係者が核物質防護業務を特別視することによって現場実態の把握をせず、業務
に対するチェック機能が働かなかった。

③ 内部脅威に対する意識の低さがあった

④ 柏崎刈羽原発の特徴として、現場の責任者が防護業務に携わる比率が少ない

＜2024/1/29 新潟県技術委員会での規制庁提出資料より＞
https://www.pref.niigata.lg.jp/uploaded/attachment/389560.pdf
＊６～８頁の引用は上記による
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①耐用年数を超えた設備の取替等が行われてい
るか（健全性評価に基づく取替・改造）
→ 入退域管理設備については、技術的な根拠
を踏まえて策定された保全計画に基づく取
替等が行われ、適切に維持管理されている。

⑨核物質防護設備毎に適切な保全方式を定めた
保全計画が策定されているか
→ 保全計画については、原子力安全と同様の
プロセスで技術的な検討がなされ、保全重
要度に応じた点検頻度や保全方式が適切
に定められている。

⑩保守・修理員の常駐、予備品の確保など現場
を支援するための体制が整備されているか
→ 保守体制が強化され、予備品リストの作成
による適切な管理や東京電力社員による
常駐などにより、現場をサポートする体制
が構築されている。

確認方針１ 強固な核物質防護の実現

⑪保全計画に基づき機能喪失した設備の迅速な復旧が
実現されているか
→ 機能喪失した設備についての復旧作業は関係者が
協力しながら代替措置を講じつつ適切に実施し、ま
た、復旧目標はごく一部を除き達成しており、迅速な
復旧が実現している。
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確認方針３ 主に改善措置を一過性の
ものとしない仕組みの構築

核物質防護規定に
「防護活動における原子力事業者としての基本姿
勢」 を明記した。
＊「原子力事業者とての基本姿勢７項目」が２０１７年の
適格性審査後に保安規定に明記されたが、核物質防護
規定には明記されなかった
炉規法が保安規定と核物質防護規定を運転開始条件と
している認識が、規制委員会と東電双方になかったと
思われる。結果として、東電の原子力事業者としての
適格性の指標はセーフティ（技術的安全）の規定である
保安規定にのみ記載され、セキュリテイ（核物質防護）
の規定である核物質防護規定には、適格性の指標（基
本的姿勢）が記載されなかった。

防護活動における原子力事業者としての基本姿勢
１．社長のトップとしての責任
２．必要な経営資源の投入
３．リスクの低減
４．現地現物による情報共有
５．自主的な改善 7



② 規制委員会の「緑評価」の問題

（

・ 安全への影響が低い
・ 前回のIDカード不正とはかなりレベルが違う
・ 東電が自主的に改善できる
・ 出入り管理装置の不備と合わせてガイドに沿って判定した

規制委員会はなぜ「緑」と評価したのか？
問題
評価の視点
・「防護活動における原子力事業者とし
ての基本姿勢」による評価の欠如
・コンプライアンスの軽視
・リスクの視点が弱い
・表層的

東電の実態の把握
・繰り返し発生する核物質防護違反
・「基本姿勢」の軽視、忘却、欠如
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柏崎刈羽原発の核物質防護問題

・ 柏崎刈羽原発の安全は セィフティ（事故防止）とセキュリテイ（テロ防止） の両輪でなりたっている

・・・セキュリテイ（テロ防止）の現状は
①セキュリテイ（テロ防止）の意識は 経営トップ層も含めた社員、協力企業双方で低落した
状態が続いている
②セキュリテイ（テロ防止）への資金投与が十分なのか疑問がある。
③６号機は特重施設（特定重大事故等対処施設）がない状況での運転が ２０３１年４月１５日
まで継続される

・・・ 柏崎刈羽原発はセキュリテイ（テロ防止）が極めて弱体化して、レッドカードの状況である
・・・にもかかわらず、東電も、規制委員会も、新潟県行政も テロは起きないと信じているかのようである
・・・ 実際にテロが起きないと変われないのか・・・それは なんとしても避けなければならない

・ 規制委員会はセキュリテイ（テロ防止）の規制を見直さなければならない

・日常検査のありかた・・・出入り監視装置の機能喪失状態を把握できなかった
・４２６８人/時間 をかけた追加検査は何のためだったのか
・コンプライアンスを欠いたセキュリテイ（テロ防止）はありえない
・新たなテロ想定（CBRNEテロ、ドローン等）への備えがあるのか（いまだ、２００１年の同時多発テロの
の想定にとどまっている） 9



＜参考＞２０２０年９月～２０２６年８月までの
柏崎刈羽原発の核物質防護規制検査の指摘事項一覧

＊指摘事項： 日常的に実施している検査において、事業者に劣化状況を指摘すべき事項
重要度評価（緑、白、黄色、赤）と深刻度評価（SLⅣ～SLⅠ）を判断する

2020/9/20 運転員が同僚のID カードを無断借用、カードの識別情報
を書き換えて、中央制御室に入室

・追加検査
2021/4  ～ 2023/12/27

・核燃料移動禁止措置2021/1/27 進入検知システムの一部機能喪失を長期にわたって適切
な対応を怠っていたことが判明

2024/6/27 協力企業が「破壊行為に使用し得る物品（プロパガスボン
ベ１本と酸素ガスボンベ１本）」を必要な手続きをせず、ま
た点検が不十分なまま防護区域内に持ち込んだ

・緑

2025/6/12 ・東電本社が規制庁に報告
核物質防護の任に当たる社員による秘密文書の取り扱い
違反（無断持ち出し、コピー、不適切な保管、社外持ち出し
等）を２０２０年当時より継続していた

2025/6/20   2026/1/9   チーム検査
2026/2/4  評価会合
2026/2/24  2026/3/4  規制委員会
・白 追加検査 2026/4/6～
2026/7/9  中間報告書
＊本社、福島第一、第二原発でも
類似事象を確認、追加検査継続10



2025/6/16 核物質防護秘密文書（秘密情報）が必要な手続きを踏ま
ずにコピーされ、委託事業者に管理されていた
＊秘密情報： 緊急時対応計画を定めた文書の添付資料部分
＊委託事業者は業務に必要な書類として２０１７年８月に東電に
求め、東電は同月に「抜粋版」を渡した。委託事業者は抜粋版
を施錠管理していた

・評価：2025/11/20 緑

2026/2/18 IDカードを持たずに出入りゲートに入った運転員が先に出
た同僚のカードを使ってゲートを出た。本来は、いったん使
用されたカードでは出られない仕組みになっていたが、出
入りゲートシステムは故障のため機能を喪失していた。調
査の結果、出入りシステムは経年劣化のため２０１６年頃
から故障を繰り返し、多い日には数１００回も故障を知らせ
る警報が鳴っていたが、東電は適切な対応を取らなかった。
＊稲垣所長は出入りシステムの不調の報告を受けていなかった。

＊故障に対する社内ルールも遵守されなくなっていた。

・規制庁確認日： 2026/3/4
・チーム検査： 2026/3/10 -3/13, 
3/16-3/17, 4/6-4/7
・評価： 2026/8/20   緑
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*CBRNE（シーバーン）テロ
Ｃ（Chemical：化学）Ｂ（Biological：生物）Ｒ（Radiological：放射性）Ｎ（Nuclear：核）
Ｅ（Explosive：爆発性） 物質を使用したテロの総称
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